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2024年１月５日 

（電子提供措置の開始日 2024年１月５日） 

株 主 各 位 

福岡県築上郡吉富町大字直江 656番地１ 

株式会社アイエヌホールディングス 

代表取締役 CEO 奈賀 幾次郎 

 

第２回 定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。 

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲

載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げ

ます。 

 当社ウェブサイト https://in-holdings.co.jp/ 

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」を選択いただき、ご確認くださ

い。） 

 

 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまして、同封の委

任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご送付くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

 

１．日  時    2024年１月 30日（火曜日）午後２時 

２．場  所    東京都中央区日本橋 会議室 

３．目的事項 

報告事項 

第２期（2022年 11月１日から 2023年 10月 31日まで）事業報告の内容報告の件 

決議事項 

第１号議案 第２期（2022年 11月１日から 2023年 10月 31日まで）計算書類承認の件 

第２号議案 取締役の報酬額改定の件 

第３号議案 監査役の報酬額改定の件 

 

上記議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のとおりであり

ます。 

 

以 上 
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。 

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。 

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合には、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ

ていただきます。 
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事 業 報 告  

2022年11月１日から 

2023年10月31日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）当事業年度の事業の状況 

①  事業の経過および成果 

当事業年度（2022 年 11月１日から 2023 年 10 月 31 日）におけるわが国の経済は、新型コロナウ

イルス感染症による行動制限の緩和等により、徐々に景気回復の傾向は見られたものの、ウクライ

ナ情勢の影響による資源価格の高騰やロジスティクス関連コストの上昇など、本格的な景気回復の

見通しは依然として不透明な状況が続いております。 

物流業界におきましては、生産年齢人口減少に伴う労働力不足、燃料価格高騰による運送原価の

増大など、多くの課題に直面しております。中でも 2024年４月１日以降、トラックドライバーの時

間外労働時間の上限が年 960時間に制限されることから発生する諸問題（いわゆる 2024年問題）へ

の対応は目前に迫っております。 

このような事業環境の中、当社は持株会社として子会社各社への経営指導を行ってまいりました。

当社グループは積極的に M&A を進め、グループ規模の拡大に努めました。また、営業網の拡大のた

めに取扱い運送部門に特化した大阪オフィスの人員を強化するとともに、既存の大手取引メーカー

物流会社とのリレーションを高め、取引規模の拡大に努めました。一方で、半導体不足に伴う車両

不足を想定して積極的な設備投資を控えてまいりました。これらに加え、ＤＸ化も積極的に進める

ことで、安定的な売上を確保できる体制を構築してまいりました。 

以上の結果、当事業年度における売上高 111,580千円（前事業年度比 31.3％増）、営業損失 10,838

千円（前事業年度は 5,766 千円の営業利益）、経常損失 10,838 千円（前事業年度は 96,966 千円の

経常利益）、当期純損失 7,471千円（前事業年度は 95,438千円の当期純利益）となりました。 

 

② 設備投資の状況 

該当事項はありません。 

 

③ 資金調達の状況 

該当事項はありません。 
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（２）財産および損益の状況の推移 

 第１期 

2022年 10月期 

第２期 

（当事業年度） 

2023年 10月期 

売 上 高 (千円) 84,960 111,580 

経常利益又は経常損失 (△ ) (千円) 96,966 △10,838 

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 95,438 △7,471 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失 (△ ) 
(円) 12.05 △0.94 

総 資 産 (千円) 850,361 837,275 

純 資 産 (千円) 799,464 791,993 

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 100.94 100.00 

（注１）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均株式数により、１株当たり純資産

額は期末発行済株式総数により算出しております。 

（注２）2023 年 10 月 23 日付で普通株式１株につき 100 株の株式分割を行いましたが、第１期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失を算定しております。 

 

（３）重要な親会社および子会社の状況 

① 親会社の状況 

該当事項はありません。 

 

② 重要な子会社の状況 

会社名 資本金 
当社の 

議決権比率 
主要な事業内容 

㈱アイエヌライン 30,000千円 100.0％ 貨物運送サービス 

庸車サービス 

荷物の保管・管理、物流加工 

土地建物の賃貸・売買 

車両の整備・販売 

太陽光発電による売電 

物流システム開発等 

㈱九州アイエヌライン 3,000千円 100.0％ 貨物運送サービス 

庸車サービス 

荷物の保管・管理、物流加工 

土地建物の賃貸 

㈱アイエヌロジスティクス 10,000千円 100.0％ 貨物運送サービス 

庸車サービス 

東九州デイリーフーヅ㈱ 10,000千円 100.0％ 貨物運送サービス 

庸車サービス 

土地建物の賃貸 

㈱マルニシ 10,000千円 100.0％ 貨物運送サービス 

庸車サービス 
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会社名 資本金 
当社の 

議決権比率 
主要な事業内容 

荷物の保管・管理、物流加工 

土地建物の賃貸 

㈱安全モータース 10,500千円 100.0％ 車両の整備 

 （注１）㈱安全モータースの株式は、㈱マルニシを通じての間接所有となっております。 

 （注２）㈱アイエヌラインと㈱アイエヌトラシードは 2023 年５月１日に㈱アイエヌラインを存続会社とし

た吸収合併が行われました。 

 

（４）対処すべき課題 

   当社は純粋持株会社であるため、事業そのものは行っておりませんが、当社グループの属する物

流業界につきましては、2024 年４月１日から「自動車運転業務における時間外労働時間の上限規

制」が適用され、自動車運転業務の年間時間外労働時間の上限が 960時間となります（いわゆる 2024

年問題）。これにより、ドライバーは収入減、慢性的なドライバー不足に直面することとなり、売

上、利益の減少が懸念されております。また、ロシアのウクライナ侵攻や世界的な新型コロナウイ

ルス感染症の蔓延により、燃料費等のエネルギー価格の高騰や急減な円安が進行し、利益が非常に

圧迫されております。 

このような状況のもと、当社グループといたしましては、お客様のニーズに継続して応えるべく

業務効率化による更なるコスト削減を図り、利益確保に努めてまいります。また、限られたドライ

バーの稼働率と確保できている車両の稼働率とのバランスを最適化することで、直面する課題の解

決を図っていきたいと考えております。 

対処すべき課題と施策は、以下のとおりです。 

 

① 2024年問題への対応 

2024年の労働時間の上限規制により、一日に運べる荷物の量が減少するため、運賃（単価）

を上げなければ売上が減少（利益が減少）してしまいます。しかしながら、運送業界は過当競

争が激化していますので、価格決定権は依然として荷主にあり、価格交渉により運賃を値上げ

しづらい状況にあります。 

これらを考慮して、労働時間を抑制するとドライバーの収入が減少することになり、これに

よって離職率が高まると労働力不足に拍車がかかる恐れがあります。 

このような 2024 年問題に対応するため、当社グループでは、2021 年より、価格交渉の優位

性の確保、業務効率の改善による労働時間の短縮化、「総合業績表彰制度（社内表彰制度）」

に労働時間の目標値の導入、賃金アップや福利厚生の充実による人材の定着化、ＤＸ化による

労働環境の改善等に努めております。特に、ドライバーの時間外労働時間規制に対しては、当

社グループでは、段階目標を設け、順次対応を進めております。 

また、2023 年４月施行の時間外労働時間 60 時間以上の割増賃金につきましては、併せて実

施しております。 

  ② 人材の確保及び育成 

総合ロジスティックス事業を永続的に成長させるためには、人材の確保及び育成が不可欠で
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あり、当社グループでは、人材の確保及び育成が最も重要な施策であると認識しております。

特に貨物運送事業においては、運転の自動化は進んでいるものの、まだまだ労働集約型のビジ

ネスモデルであるため、人材の確保及び育成は経営を安定化させるために、最も力を入れて取

り組まなければならない課題であり、積極的に進めてまいります。 

③ 内部管理体制の強化 

当社グループは、九州を中心として、全国に営業拠点を展開しております。今後永続的な成

長を実現していくためには、一定のルールに基づいた組織的経営を確立することが不可欠であ

り、各拠点が一体となって業務運営できる体制を確保する必要があります。そのためにはリス

ク管理や業務運営管理をはじめとする内部管理体制の強化が重要な課題であると認識しており

ます。 

④ システム開発 

当社グループは、今後物流業界におけるＤＸ化は不可欠だと認識しており、システム課を設

置して積極的にＤＸ化とシステム投資を行っております。自社開発した「SMART TRUCK」は、運

送業向けの基幹システムであり、配車表、運転者台帳管理、車両台帳管理など、物流業界特有

のシステムに対応しており、物流ＤＸの支援も行っております。当社グループだけでなく、物

流業界全体の発展のために貢献できるようなシステム開発を今後も継続して行ってまいります。 

 

（５）主要な事業内容（2023年 10月 31日現在） 

    当社は純粋持株会社であり、グループ各社に対して経営指導及び管理を行っております。なお、

グループ全体で下記の事業を行っております。 

① 総合ロジスティックス事業 

イ．貨物運送事業 

 （貨物輸送サービス） 

当社グループは、自社の車両を使用して、一般的な輸送やルート配送等はもとより、緊急

時のチャーター輸送、混載輸送、共同配送などにより様々な物品（自動車の部品・半導体・

レンズなどの精密機械関連、飲料メーカー関連、青果・鮮魚の一次産業関連、食料品関連な

ど）を輸送しております。 

（庸車サービス） 

より多くのニーズに応えるため、当社グループ以外の他の運送事業者の輸送機関を使用し

て貨物を運送することを引き受ける（庸車）事業も展開しております。 

信頼できる協力会社と連携することで配送エリアの拡大、輸送手段の多様化、ネットワー

クの強化、情報交換を図ることができ、より品質の高いサービスへの追求と顧客満足度の向

上を可能にしております。 

ロ．倉庫事業 

寄託を受けた貨物を倉庫に保管するとともに、保管貨物の入出庫、積替等の倉庫荷役及び

これに付随する業務を行っております。 

お客様の大切な荷物を預かり、物流の要望に応えるため、専用管理システムを完備し、入

庫から出庫・在庫管理までをトータルで管理しております。 



 

7 

 

 

② その他の事業 

その他の事業としましては、不動産事業、車両の整備・販売事業、太陽光発電事業、物流シス

テムの開発・販売事業等を行っております。 

不動産事業では福岡県及びその他の地域において賃貸用の物流施設（土地を含む。）を有して

おります。車両の整備・販売事業では、自社整備工場を備えて車検、メンテナンス整備及び板金

修理等を行うほか、新中古車両の販売を行っております。太陽光発電事業では、自社倉庫等の屋

根に太陽光パネルを設置し、太陽光発電による売電を行っております。物流システムの開発・販

売事業では、自社で蓄積したノウハウを基に物流に特化したシステムの開発及び販売を行ってお

ります。 

 

（６）主要な営業所（2023年 10月 31日現在） 

① 当社 

本  店：福岡県築上郡吉富町大字直江 656番地１ 

 

② 主要な子会社の営業拠点 

区分 営業拠点等 

九州Ａブロック ㈱アイエヌライン本社営業所（福岡県）・中津営業所（大分県）・

大分営業所（大分県） 

九州Ｂブロック ㈱アイエヌライン情報センター（佐賀県）、㈱九州アイエヌラ

イン鳥栖営業所（佐賀県）・熊本営業所（熊本県） 

九州Ｃブロック ㈱アイエヌロジスティクス 

九州Ｄブロック 東九州デイリーフーヅ㈱本社及びセンター（大分県）・大分豊

海チルド物流センター（大分県） 

九州Ｅブロック ㈱アイエヌライン北九州営業所（福岡県）、㈱マルニシ（福岡

県）、㈱安全モータース（福岡県） 

本州西ブロック ㈱アイエヌライン大阪営業所（大阪府）・三田スイッチングセ

ンター（兵庫県）・大阪オフィス（大阪府）・清水営業所（静

岡県） 

本州東ブロック ㈱アイエヌライン埼玉営業所（埼玉県）・群馬営業所（群馬県） 

 

（７）従業員の状況（2023年 10月 31日現在） 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

1名 - 70.0歳 2.0年 

 

（８）主要な借入先の状況 

   該当事項はありません。 
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（９）その他会社の現況に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 

 

 

２．会社の株式に関する事項 

（１）株式の状況（2023年 10月 31日現在） 

① 発行可能株式総数             36,000,000株 

② 発行済株式の総数              9,000,000株（自己株式 1,080,000株を含む） 

③ 株主数                １名 

④ 大株主 

株  主  名 持 株 数 持 株 比 率 

奈賀 幾次郎 7,920,000株 100.00％ 

計 7,920,000株 100.00％ 

   (注)当社は、自己株式 1,080,000 株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、

持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

 

（２）会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

３．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等（2023年 10月 31日現在） 

氏名 地位 担当 重要な兼職の状況 

奈賀 幾次郎 
代表取締役

CEO 
- 

㈱アイエヌライン 代表取締役 

㈱九州アイエヌライン 代表取締役 

㈱アイエヌロジスティクス 代表取締役 

㈱マルニシ 代表取締役 

㈱安全モータース 代表取締役 

川村 秀章 取締役 COO - 

㈱アイエヌライン 常務取締役兼営業本部長 

㈱マルニシ 取締役 

㈱安全モータース 取締役 

田中 辰典 取締役 CSO 経営企画室長 
㈱アイエヌライン 執行役員 

東九州デイリーフーヅ㈱ 代表取締役 

小野 聖司 取締役 CFO ‐ ㈱アイエヌライン 取締役兼管理本部長 

村中 剛士 監査役 ‐ 

村中剛士公認会計士事務所 代表 

和奏監査法人 パートナー 

株式会社バルコス 監査役 

（注１）村中剛士氏は、社外監査役であります。 
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（注２）村中剛士氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。 

 

（２）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

（注）当事業年度に係る会社役員の報酬の種類として、業績連動報酬等または非金銭報酬等はございま

せん。 

 

（３）社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先と当社との関係 

区 分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係 

社外監査役 村中 剛士 

村中剛士公認会計士事務所 

和奏監査法人 

株式会社バルコス 

村中剛士公認会計士事務所、和

奏監査法人、株式会社バルコス

との間に重要な取引その他の関

係はありません。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 

イ．取締役会への出席状況及び発言状況 

区分 氏 名 主な活動状況 

社外監査役 村中 剛士 

当事業年度に開催された14回（定時12回、臨時２回）の取締役

会のうち合計13回出席し、会計の専門家としての知識と経験に

基づき適宜発言を行っております。 

   ロ．社外監査役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要 

      監査役村中剛士氏は、会計に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき、独立した立場から

当社の経営全般に有益かつ幅広い助言・提言を行っていただき、経営の監視・監督の役割を

適切に果たしました。 

 

③ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外監査役との間で、会社法第 423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額としております。 

役員区分 

報酬等の 

総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 
対象とな

る役員の

員数（人） 基本報酬 
業績連動 

報酬等 

非金銭 

報酬等 

退職 

慰労金 

取締役 

（うち社外取締役） 

90,700 

（-） 

90,700 

（-） 

- 

（-） 

- 

（-） 

- 

（-） 

４名 

（-名） 

監査役 

（うち社外監査役） 

3,000 

（3,000） 

3,000 

（3,000） 

- 

（-） 

- 

（-） 

- 

（-） 

１名 

（１名） 

合計 

（うち社外役員） 

93,700 

（3,000） 

93,700 

（3,000） 

- 

（-） 

- 

（-） 

- 

（-） 

５名 

（１名） 
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④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表  

（2023年10月31日現在） 

(単位：千円) 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

 流動資産 20,226  流動負債 27,924 

  現金及び預金 9,505   未払金 20,000 

  未収入金 10,054   未払費用 1,328 

  未収還付税金 666   未払消費税等 3,739 

    預り金 2,708 

    未払法人税等 148 

 固定資産 817,049  固定負債 17,357 

  投資その他の資産 817,049   再編特別勘定 17,357 

   関係会社株式 813,283 負債の部合計 45,282 

   繰延税金資産 3,765 純資産の部 

  科目 金額 

  株主資本 791,993 

    資本金 100,000 

    資本剰余金 712,583 

     その他資本剰余金 712,583 

    利益剰余金 70,609 

     その他利益剰余金 70,609 

      繰越利益剰余金 70,609 

  自己株式 △91,200 

  純資産の部合計 791,993 

資産の部合計 837,275 負債・純資産の部合計 837,275 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書  

2022年11月１日から 

2023年10月31日まで 

（単位：千円） 

科目 金額 

売 上 高  111,580 

売 上 総 利 益  111,580 

販売費及び一般管理費  122,418 

営 業 損 失  10,838 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

雑 収 入 0 0 

経 常 損 失  10,838 

税 引 前 当 期 純 損 失  10,838 

法人税、住民税及び事業税 296  

法 人 税 等 調 整 額 △3,663 △3,366 

当 期 純 損 失  7,471 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  

2022年11月１日から 

2023年10月31日まで 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

当期首残高 100,000 712,583 78,081 78,081 △91,200 799,464 799,464 

当期変動額        

 当期純損失   △7,471 △7,471  △7,471 △7,471 

当期変動額合計 - - △7,471 △7,471 - △7,471 △7,471 

当期末残高 100,000 712,583 70,609 70,609 △91,200 791,993 791,993 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

    関係会社株式 

     移動平均法による原価法 

（２）収益及び費用の計上基準 

子会社に対する経営指導収入につきましては、契約に基づき役務を提供する期間にわたり収益

を認識しております。これは日常的な反復サービスであり、契約における義務を履行するにつれ

て便益を享受すると考えられるためです。 

 

２． 会計方針の変更に関する注記 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適

用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会

計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

３． 会計上の見積りに関する注記 

繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産  3,765千円 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産については、将来の事業計画に基づく課税所得を合理的に見積り、回収可能性が

あると判断した将来減算一時差異等について繰延税金資産を計上しております。 

課税所得の見積りについては、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎としておりま

す。 

なお、将来において課税所得の見積りの基礎となる事業環境等の変化により、課税所得の見積

りに変化が生じた場合は、将来における一時差異の解消金額や繰延税金資産の計上額が変動する

可能性があります。 

 

４． 貸借対照表に関する注記 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権      10,054千円 

 短期金銭債務      20,000千円 

 

５． 損益計算書に関する注記 

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額 

   売上高        111,580千円 

 

６． 株主資本等変動計算書に関する注記 
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（１）発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 90,000 8,910,000 － 9,000,000 

（変動事由の概要） 

株式分割による増加   8,910,000株 

（２）自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 10,800 1,069,200 － 1,080,000 

（変動事由の概要） 

株式分割による増加   1,069,200株 

（３）新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

（４）配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

７． 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 3,819千円 

繰延税金資産小計 3,819千円 

評価性引当額 - 千円 

繰延税金資産合計 3,819千円 

繰延税金負債  

未収事業税 △53千円 

繰延税金負債合計 △53千円 

繰延税金資産純額 3,765千円 

 

８． 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の資金運用については、預金及び安全性が高い金融資産で運用しております。また、デリ

バティブ取引に関しては行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、取引先ごとの債権回収の状況を定期的にモニタリングし、支払遅延

の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

    ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

      各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 



 

16 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

 「現金及び預金」「未収入金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、及び

短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略しております。 

また、市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

関係会社株式 813,283 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

  関連会社等 

種類 
会社等の名

称 
所在地 

資本金又

は出資金 

(千円) 

事業の内

容 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

子会社 

㈱アイエヌ

ライン 

福岡県

築上郡

吉富町 
30,000 

貨物運送

事業 

(所有) 

直接

100.0 

役員の兼

任 

経営指導 

経営指導

料の受取 76,800 
未収入金

未払金 

7,040 

20,000 

㈱九州アイ

エヌライン 

熊本県

菊池郡

大津町 
3,000 

貨物運送

事業 

(所有) 

直接

100.0 

役員の兼

任 

経営指導 

経営指導

料の受取 14,400 未収入金 1,320 

㈱アイエヌ

ロジスティ

クス 

大分県

佐伯市 10,000 
貨物運送

事業 

(所有) 

直接

100.0 

役員の兼

任 

経営指導 

経営指導

料の受取 7,200 未収入金 660 

東九州デイ

リーフーヅ

㈱ 

大分県

大分市 10,000 
貨物運送

偉業 

(所有) 

直接

100.0 

役員の兼

任 

経営指導 

経営指導

料の受取 10,780 未収入金 1,034 

㈱アイエヌ

トラシード 

福岡県

築上郡

吉富町 
10,000 

車両の整

備・販売 

(所有) 

直接

100.0 

役員の兼

任 

経営指導 

経営指導

料の受取 2,400 - - 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１.経営指導料の受取及び業務委託料の支払に関する契約に基づき、合理的に決定しております。 

   ２.市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

１０．収益認識に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                         （単位：千円） 

顧客との契約から生じる収益 111,580 

その他の収益 - 

外部顧客への売上高 111,580 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（２）収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。 
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（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

  ① 契約資産及び契約負債の残高等 

                    （単位：千円） 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 10,384 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 10,054 

 ② 残存履行義務に配分した取引価格 

   当社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の

簡便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約か

ら生じる対価の中に取引価格に含まれない重要な金額はありません。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額     100円00銭 

（２）１株当たり当期純損失    △0円94銭 

（注）当社は、2023年10月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行いましたが、当事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損

失を算定しております。 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

１３．その他の注記 

   該当事項はありません。 
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監査役監査報告書 

 

 

監  査  報  告  書  
 

 私は、2022年 11月 1日から 2023年 10月 31日までの第２期事業年度の取締役の職務

の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

   私は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 

   以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検

討いたしました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属

明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。 

 

2023年 12月 29日 

 

株式会社アイエヌホールディングス 

 

監査役    村中 剛士 ㊞ 

 

 

以 上 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 

 

１．議決権の代理行使の勧誘者 

                          株式会社アイエヌホールディングス 

                            代表取締役 CEO 奈賀 幾次郎 

 

２．議案及び参考事項 

第１号議案 第２期（2022年 11月１日から 2023年 10月 31日まで）計算書類承認の件 

    会社法第 438条第２項に基づき、当社第２期計算書類の承認をお願いするものであります。貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の内容につきましては、添付書類

（11ページから 17ページ）に記載のとおりであります。 

    取締役会といたしましては、第２期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社財産及び損益の

状況を正しく示しているものと判断しております。 

 

第２号議案 取締役の報酬額改定の件 

    当社の取締役の報酬額は、経済情勢の変化等、諸般の事情を考慮して、年額 100百万円以内と

変更させていただきたいと存じます。 

 

第３号議案 監査役の報酬額改定の件 

    当社の監査役の報酬額は、経済情勢の変化等、諸般の事情を考慮して、年額５百万円以内と変

更させていただきたいと存じます。 

 

 

 

以 上 


